
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「許可」と「許可の更新」で該当しない方を二重線で消してください。 

許可の更新の場合にのみ、許可証を確認の上、許可番号及び許可年月日を記載してください。 

住民票（個人申請の場合）又は法人登記事項証明書（法人申請の場合）に記載の住所及び氏名又

は名称を正確（ハイフンなどで省略しないでください。）に記載してください。 

① 事務所等の住所ではなく、土地の番地で記載してください。 
② 土地の登記事項証明書（土地の登記簿謄本）に記載のとおり正確に（ハイフンなどで省略し

ないでください。）に記載してください。 
③ 事業所の全ての土地の筆について記載してください。 

１ 新規許可の場合 
  「別記様式第10号のとおり」と記載して、別記様式第10号を添付してください。 
２ 更新許可の場合 
  次の①又は②の記載としてください。 

① 記載例のように施設概要を記載する。 
② 「別記様式第10号のとおり」と記載して、別記様式第10号を添付する。 

① この申請以外で解体業・破砕業・産業廃棄物処理業の許可関係（他の自治体も含む。）につい

て記載してください。 
② すでに許可を受けているものについては、許可番号を記載し、現在新規申請中のものについ

ては、申請年月日を記載してください。 
③ 許可の種類は許可番号又は申請年月日の後に括弧書きで記載してください。 

事業所以外で使用済自動車等を保管している場合は、事業所の名称及び所在地の欄と同様に記載

してください。 

記載例 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 法人の登記事項証明書に記載の役員全員について記載してください。 
② 役員以外にも業務を執行する執行役員等がいる場合には記載してください。 
③ 記載欄が不足する場合は、「別紙のとおり」と記載し、役員の氏名等一覧を添付してください。 
④ 住所は添付の住民票に記載のとおりにしてください。 

法人申請者のみ 

個人申請者のみ 

① 申請者が未成年者の場合に、法定代理人について記載してください。 
② 申請者が未成年者ではない場合は、「該当なし」等と記載してください。 

個人及び法人申請者共通 

① 使用人（※）がいる場合、役員の欄と同様に記載してください。 
② 使用人がいない場合は、「該当なし」等と記載してください。 
 
※使用人とは次の事務所等の代表者のことです。 
 ・本店又は支店 
 ・解体業又は破砕業の契約を締結する権限を有する者を置く事務所等 



 
 
 
 
 
 
 
 

法人申請者のみ 

① ５％以上の株式を有するか、出資の額が５％以上となる出資者がいる場合に、役員の欄と同様

に記載してください。 
② 該当する株主等がいない場合は、「該当なし」等と記載してください。 

「別添標準作業書の全文の写しのとおり」と記載してください。 
※ 標準作業書に内容が含まれていることから、この欄については記載する必要はありません。 


